
                                 

 
 

 

 

 

令和２年１０月中旬から１１月中旬にかけて、管内２府５県の自治体職員を対象とした講習会

を下記の通り実施しました。 

 

◆滋賀県・京都府 

  10 月14 日（水）（Ｚｏｏｍ）：清和法律事務所 金水 孝真 弁護士 

 ◆福井県・奈良県 

  10 月２２日（木）（Ｚｏｏｍ）：藤井薫法律事務所 山本 隼平 弁護士 

 ◆兵庫県 

  10 月３０日（金）（Ｚｏｏｍ）：北浜南法律事務所 阪上 武仁 弁護士 

 ◆大阪府 

  1１月1１日（水）（西大阪治水事務所）：中祖法律事務所 中祖 康智 弁護士 

 ◆和歌山県 

  1１月1７日（火）（和歌山県庁）：玉置・石倉法律特許事務所 石倉 誠也 弁護士 

  

今年度は、近畿弁護士会連合会及び各府県弁護士会にご協力いただき、各講師より「所有者の

所在の把握が難しい土地に関する探索・利活用のためのガイドライン」をベースに、所有者不明

探索の方法について、実例を交えたご講義をいただきました。 

一部府県については、新型コロナ対策の関係からＺｏｏｍを用いたオンライン講習となりまし

たが、合計１７７名に受講いただきました。 

ご参加いただきました皆さま、ありがとうございました。 

 

 

現在、管内２府５県の自治体職員を対象とした所有者不明土地講演会をＷｅｂにて公開中です。

（令和３年１月１５日まで） 

講義目は、以下の通りです。 

 

  １．土地基本法等の一部改正について（近畿地方整備局 用地部 山田 浩司 用地補償管理官） 

  ２．所有者不明土地関連法規の改正ポイント（深沢綜合法律事務所 大桐 代真子 弁護士） 

３．空き地からのアーバニズム（工学院大学 建築学部まちづくり学科 遠藤 新 教授） 

  

   閲覧には、ＵＲＬとパスワードが必要となります。 

すでにお申込みいただいた方にはパスワードを配布済みです。閲覧を希望される方は、下記連絡

先までメールにてお問い合わせください。 

 また、次年度以降の講演会・講習会で取り上げてほしいテーマについても募集しております。 

 

 お問い合わせ        近畿地方所有者不明土地連携協議会 事務局 

    （近畿地方整備局 用地部 用地企画課） 

  ０６（６９４２）１１４１㈹ 

E-mail kkr-syouchi@mlit.go.jp 

令和２年１２月１４日 
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